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保育の完全無償化を 

 

加増みつ子 

 

 

１０月からの消費税増税に

伴う保育の無償化と合わせ、

これまで無料だった給食費の

実費徴収が導入されます。国

の保育の無償化により市独自

で出してきた保育料の軽減財

源が不要となります。 

国は、この財源を活用して、

給食費実費負担に伴う、負担

増への対応を求めています。 

市は、低所得世帯は保育料

の無償と合わせ、給食の副食

代は無料になりますが、主食

分７００円は徴収となり、新

たな負担増となります。給食

は子どもの成長の基礎であり

保育の一環です。保育料の完

全無償化を求めました。  

14の子どもクラブを訪問 

現場の改善迫る 

遠山ちえ子 

 

 

 ３・６・９月議会で、放課

後子どもクラブ問題を取り上

げ具体的に問題提起。 

地域の一時避難所でもある

体育館にエアコンを設置して

子ども達の放課後の遊び場

（子ども教室）としての活用

を要求しました。市は、今そ

の考えはないと答弁。 

また、クラブの支援員は臨

時職員の為、雇用継続手続き

が半年ごとの更新。代わりの

人が見つからない問題点をた

だしました。 

安心して遊べる公園や児童

館が欲しいという子育て中の

パパママの声を届けました。 

防災無線放送が聞こえるよう

に一部改修されます 

関戸 勇 

 

 

9 月議会には、市民の声に

応え、共産党が求めてきた防

災ラジオの導入予算が計上さ

れました。また、行政防災無

線放送のシステムも変わりま

す。こうした改修に合わせ、

これまでスピーカーが校舎の

屋上と同じ高さであったが、

藤代南中と取手一中では、4

階校舎の屋上の塔屋に移動し

ます。従来より 4ｍ高くなり、

聞こえやすくなります。 

私は、無線放送が聞こえに

くい要因の一つであるスピー

カーの位置を変えるよう提案

してきました。順次改修がす

すむよう引き続き求めてまい

ります。 

東海第二原発再稼働について

市長の政治姿勢を問う 

小池えつ子 

 

 

県民の７割が原発再稼働に

反対し、県内市町村の６割を

超える議会で、反対の意見書

が可決されています。市民の

生命・財産を守り、安全確保

に責任を持つ自治体の首長と

して、東海第二原発再稼働に

反対を表明し、茨城県知事に

再稼働中止を求めることを強

く問いました。 

市長としての発言を繰り返

し求めましたが、市民の命と

くらしを守る立場の市長は一

度も答弁に立つことはなく、

部長は「取手市としては事前

了解権を持つ茨城県を初め、

６市村の動向を注視する」と

繰り返すばかりの残念な答弁

でした。 

上野たかし 

加増みつ子  遠山ちえ子 
関戸  勇   小池えつ子 

９
月
定
例
取
手
市
議
会
（９
月
２
日
～
20
日
） 

 
 
  

 

小池 晃 書記局長を迎え日本共産党演説会 １１月９日（土）ＰＭ２：００取手市民会館大ホール 

９
月
市
議
会
は
、
２
０
１
８

年
度
一
般
会
計
（
３
７
８
億
５

千
万
円
）
は
じ
め
、
国
保
・
介

護
・
後
期
高
齢
者
・
競
輪
事
業

等
特
別
会
計
決
算
。 

１
９
年
度
一
般
会
計
と
特

別
会
計
補
正
予
算
、
職
員
倫
理

や
市
民
ギ
ャ
ラ
リ
ー
設
置
管

理
の
条
例
等
、
市
長
提
出
議
案

の
す
べ
て
を
可
決
。 

東
海
第
２
原
発
の
再
稼
働

に
反
対
し
廃
炉
を
求
め
る
請

願
・
意
見
書
は
全
会
一
致
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。 

 １
８
年
度
決
算  

法
人
市
民
税
３
・
７
億
円
減
収 

企
業
誘
致
も
効
果
な
く 

 

市
税
が
昨
年
よ
り
５
億
２

０
０
０
万
円
減
、
そ
の
中
で
法

人
市
民
税
は
３
億
７
０
０
０

万
円
の
減
収
。
新
規
・
大
規
模

事
業
者
中
心
の
産
業
政
策
の

誤
り
は
明
ら
か
で
す
。 

４
１
０
０
万
円
の
寄
付
金

に
対
し
、
税
控
除
は
１
億
１
３

０
０
万
円
で
、
本
末
転
倒
の
国

の
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
に
無

批
判
の
市
政
運
営
も
問
わ
れ

ま
す
。 

 大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進

「
立
地
適
正
化
計
画
」
で

地
域
再
編
・
格
差
拡
大 

 

取
手
駅
西
口
と
桑
原
の
大

規
模
開
発
に
過
大
な
税
金
投

入
を
続
け
、
生
活
基
盤
の
遅
れ

と
市
民
福
祉
の
低
下
、
市
も
そ

れ
を
認
め
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

そ
れ
で
も
市
長
は
、
大
型
開
発

促
進
、
公
共
施
設
再
編
な
ど
、

地
域
格
差
を
拡
大
し
、
取
手
の

街
を
大
き
く
変
え
る
「
立
地
適

正
化
計
画
」
策
定
を
進
め
て
い

ま
す
。 

産
業
政
策
は
資
力
の
あ
る

企
業
へ
の
支
援
に
熱
心
で
も
、

地
元
中
小
業
者
へ
の
支
援
策

は
お
粗
末
な
も
の
で
す
。 

少
子
高
齢
化
・
人
口
減
少
の

中
、
安
心
し
て
子
育
て
が
で

き
、
住
み
続
け
ら
れ
る
街
が
求

め
ら
れ
て
い
る
の
に
、
保
育
士

不
足
で
待
機
児
童
が
増
え
続

け
て
い
ま
す
。 

     

日
本
共
産
党
提
案 

若
者
・
子
育
て
世
代
・
中

小
企
業
支
援
・
生
活
基
盤

整
備
を 

 ●
住
宅
・
店
舗
リ
フ
オ
ー
ム
助

成
制
度
等
、
地
域
内
で
の
経
済

循
環
を
図
る
政
策
で
経
済
再

生
へ
。 

●
保
育
士
の
処
遇
改
善
・
増
員

で
安
心
し
て
預
け
ら
れ
る
保

育
所
、
待
機
児
ゼ
ロ
へ
。 

●
家
賃
補
助
制
度
で
若
者
・
子

育
て
世
代
の
支
援
拡
充
を
。 

税
金
の
使
い
方
の
転
換
を

求
め
、
１
８
年
度
一
般
会
計
決

算
に
反
対
し
ま
し
た
。 



明るい取手                                         2019年10月13日号 

 

 

東海第二原発=東海村 

取手母親大会(実行委員会主

催)=９/２９取手福祉会館 

関西電力の幹部らが福井県高

浜町の元助役(個人)から３，２

億円(２０１１年から２０１７

年)もの金品を受け取っていた

ことが大問題になっています。

日本共産党の志位委員長は開会

中の国会で質問し「事件の構図

から原発ありきの還流であるこ

とは明らかだ」と、安倍首相の

認識を質しました。首相は「関

電は自ら調査を行うとしてい

る」とし、これに応えず。とこ

ろで還流した金品は国民が払っ

てきた電気料金です。関電は原

発再稼働の為電気料金を２度値

上げしました。その一部を還元

したものです。再稼働を推進し

電気料金の値上げを認可してき

た政府経済産業省の監督責任が

問われます。 

志位氏は、国政調査権を行使

し決定的な真相解明を行うよう

求めました。しかし首相は政府

の責任による全容解明に背を向

けました。 

 

日本原電東海第２原発

にはこうした原発を巡

るお金の受領問題はど

うなんでしょうか・・? 
 

９月２９日、取手福祉会館で

取手母親大会が開かれ１１０

人が参加。フリージャーナリス

トの天笠啓祐さんが「どうなる

私たちの食卓・コミュニティあ

ぶない食べ物の話」の講演。輸

入食品が増える中、食品添加

物、遺伝子組み換え食品や発が

ん性の疑いがある農薬が検出

されており、アメリカでは裁判

になったりまた、使用を禁止し

た国もあるのに日本では基準

を緩和するなど、世界に逆行し

ている。そして１０月１日から

解禁になった「ゲノム編集食

品」が、品質検査や表示の義務

がないまま市場に出回ること

など、食に関する危険な動きに

ついて話されました。自分達の

日頃の食生活を見直すと共に、

検査や表示の義務付けなどを

させる運動に取り組むことを

大会アピールで確認しました。 

消費税 10%を強行 

タイミング最悪 

暮らし・経済破壊 
国民多数の声を無視し、安倍 

政権は１０月 1 日から消費税 

10%増税を強行。実質賃金は 

7 か月連続、商業販売額は 8 か月連続でマイナス。増税

前駆け込み需要も起きないほど経済は悪化しています。

消費税を導入した時も 5%・8%増税時も今ほど経済は

悪くありませんでした。最悪のタイミングです。そのう

え複数税率、ポイント還元など増税と同時に導入された

対策で現場は混乱。一方、安倍政権は 1 機 110 億円も

する F35戦闘機を 105 機も爆買い。国民のくらしを顧

みない、安倍内閣は運動と世論で退陣させるしかありま

せん。 

消費税は    5% 減税へ   

廃止めざす新たなたたかいへ 

 共産党が提案 

日本共産党は、消費税廃止をめざし緊急に消費税 5%

への減税を求める新たなたかいをスタート。「政党、団体、

個人が 5%への減税へ力を合わせよう。1%の富裕層・

大企業のための政治を終わりにして９９％の庶民のため

の政治に切り替えよう」との取り組みです。消費税の税

収は導入から３１年間で４００兆円近くに上りますが、

大企業や高額所得者向けの減税にほとんど消えてしまい

ました。消費税は社会保障や財政の立て直しに回るどこ

ろか貧困と格差を拡大し、消費不況を招き経済を停滞さ

せています。消費税の減税と廃止を求める、新たなたた

かいを広げましょう。 

日本共産党の提案内容 

・消費税を 5%に減税し長期にわたる経済低迷を打開しよう  

・消費税減税に向けた野党の協議と共闘を呼びかけます。   

・消費税減税と一体に、賃上げ、社会保障・教育の負担軽減を 

・消費税減税と暮らし応援のための財源―税財政改革と経済  

 の好循環で                       

9 月議会最終日、原発

ゼロ自然エネルギ－推

進連盟から出された東

海第 2 原発の再稼働に

反対し、廃炉を求める請

願が採択。これを受け、

同趣旨の意見書が全会

一致で可決しました。

2011 年東電福島原発

の事故以降、取手市民の

繰り返された議会請

願・意見書提出、毎週の

反原発金曜行動など市

民世論と運動が力にな

りました。昨年 11 月

40 年稼働の老朽原発を

「
東
海
第
二
原
発
再
稼
働
に
反
対
・
廃
炉
を
」 

取
手
市
議
会
・
意
見
書
全
会
一
致
で
可
決 

さらに２０年延長認可

後、全県初の意見書可決

につながりました。 

意見書は安倍首相は

じめ茨城県知事などに

提出されます。取手市は

東海原発で過酷事故が

起きた際30キロ圏内に

ある東海村から約 2 万

３５００人を受け入れ

る協定を同村と結んで

います。県民の安全に

は、不可能な避難計画よ

り再稼働中止・廃炉にす

ることが必要です。 

何
の
た
め
の
パ
ブ
コ
メ
？ 

賛
否
問
わ
な
い
意
見
公
募 

市
は
１
０
月
「
立
地
適
正
化
計
画
」
と
「
市

立
中
学
校
生
徒
自
死
の
再
発
防
止
策
の
提

言
」
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
募
集
を
行
っ

て
い
ま
す
。
パ
ブ
コ
メ
は
、「
多
様
な
意
見

を
市
政
に
反
映
す
る
こ
と
が
目
的
」
と
す
る

一
方
「
賛
否
を
問
う
も
の
で
は
あ
り
ま
せ

ん
」
と
市
は
し
て
い
ま
す
。 

か
つ
て
「
ウ
ェ
ル
ネ
ス
プ
ラ
ザ
建
設
」
に

関
す
る
パ
ブ
コ
メ
で
、
８
割
以
上
が
建
設
反

対
の
意
見
を
寄
せ
、
「
公
募
意
見
８
割
「
反

対
」、
情
報
公
開
請
求
で
判
明
」（
朝
日
）
等

マ
ス
コ
ミ
各
紙
は
報
じ
ま
し
た
。 

膨
れ
上
が
る
建
設
費
等
不
透
明
な
計
画

に
、
市
民
の
反
対
の
声
が
広
が
る
中
で
プ
ラ

ザ
は
建
設
さ
れ
ま
し
た
。
そ
れ
以
来
「
賛
否

を
問
う
も
の
で
は
な
い
」
と
し
、
事
実
上
、

反
対
意
見
を
排
除
す
る
運
用
が
行
わ
れ
て

い
ま
す
。 


